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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●システムサポート系　 ニアショア機構特別セミナー 
（ユーザー企業向け） 

2017年４月２５日（火）開催 

「　　他社と差がつく外注活用・働き方改革の最前線」 
～エンジニア不足、100時間残業規制、派遣法改正を乗り越える方法～ 
  
以下のような課題をお持ちの企業ご担当者様に効果的です。 
・エンジニア不足の中でリソース確保が進まない 
・新規外注先の開拓が進まない 
・コストの見直しを図りたい 
・ニアショアを活用したいが良い活用方法がわからない 
・特定派遣廃止の猶予期間が終わった際の影響範囲が見えない 
・偽装請負に対する取り組みが不十分　など 
  
（スピーカー） 
一般社団法人日本ニアショア開発推進機構 
代表理事・IT調達スペシャリスト 
小林 亮介 
 
詳細やお申し込みはこちらからいただけます。 
http://www.nearshore.or.jp/news_20170412/ 



3 3 

はじめに 

（概要） 
 
ユーザー企業及び独立系システム開発会社にインタビューと数値分析を実施し、 
2016年度版業務系・基幹系エンジニア単価をまとめました。 
 
 
（2016年版の変更点） 
 
今回は、新たに運用系カテゴリを新設し、14の役割とレベルを追加して、 
これまで以上に幅広い領域の単価情報を提供しています。 
 
 
（ポイント） 
 
昨年までは、エンジニアの圧倒的不足の割にはの単価の上昇幅が少ないという
声が多くございましたが、2016年は総じて単価の上昇が見られます。 
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市場概況　大型案件の終了 

みずほ銀行をはじめとした大型案件も2018年頃までに段階的にリリース
すると言われており、基幹・業務系エンジニアの需給バランスは緩和が 
予想されますが、Web系エンジニア需要は強く、全体としては依然として 
ひっ迫傾向が続く見込みです。	



5 5 

市場概況　派遣法改正の影響 

2018年秋から、派遣事業の許可制へ一本化され、特定派遣が廃止されます。 
一般派遣事業の許認可取得が困難な企業も多く存在することから、外注先の 
見直しと開拓が必要となります。 
派遣契約では、準委任契約のように多重階層構造を形成することは法令違反 
となりますので、派遣会社やシステム開発会社と直接契約することになります。
これにより、単価に影響することが予想されます。 
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市場概況　ユーザー企業の外注活用方法の多様化 

東証１部上場の大企業レベルでも、外注活用の多様化が進んでいます。 
大手SIに発注する領域とその他の切り分けが明確になってきています。 
エンジニア派遣・準委任の契約についてやコスト削減余地があることが 
浸透しつつあり、見直しも進んでいます。 
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調査区分について 

 
業務系・基幹システム系 

領域 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Webサービス系 

領域 
 
 
 
 
 
 
 
 

EC 

プラットフォーム構築 

業務効率化 

コスト・人件費削減 

クチコミ系システム 

 
事業系 
領域 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規事業・サービス開発 

プラットフォーム構築 

既存ビジネスモデル変革 

ユーザー企業 インターネットサービス系企業 

販売管理費・原価 原価 

今回の対象範囲 

EC 情報共有 

会計区分：一般管理費 

基幹・業務系エンジニア　 Web系エンジニア　 
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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●プロジェクトマネジメント系 

備考：増減幅は他職種よりは小さい 
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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●アナリスト系　 
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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●ITアーキテクト系① 
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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●ITアーキテクト系② 
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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●デベロッパ系　 

備考： 
 
使用言語（Java,PHP,.NET等）にも依存。 
 
大規模案件に実装・テスト工程が集中し、ニーズが高く増減幅が大きい。 
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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●システム運用系　 
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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●システムサポート系　 
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役割別基幹・業務系エンジニア単価　●システムサポート系　 ニアショア機構特別セミナー 
（ユーザー企業向け） 

2017年４月２５日（火）開催 

「　　他社と差がつく外注活用・働き方改革の最前線」 
～エンジニア不足、100時間残業規制、派遣法改正を乗り越える方法～ 
  
以下のような課題をお持ちの企業ご担当者様に効果的です。 
・エンジニア不足の中でリソース確保が進まない 
・新規外注先の開拓が進まない 
・コストの見直しを図りたい 
・ニアショアを活用したいが良い活用方法がわからない 
・特定派遣廃止の猶予期間が終わった際の影響範囲が見えない 
・偽装請負に対する取り組みが不十分　など 
  
（スピーカー） 
一般社団法人日本ニアショア開発推進機構 
代表理事・IT調達スペシャリスト 
小林 亮介 
 
詳細やお申し込みはこちらからいただけます。 
http://www.nearshore.or.jp/news_20170412/ 
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外注活用最適化 
支援サービスの 
ご紹介 

代替リソース紹介も含め、高いコスト削減効果を実現します。 
 
お問い合わせはこちらからいただけます。 
（http://www.nearshore.or.jp/contact/） 
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外注活用最適化支援コンサルティングサービスご説明 

発注コスト妥当性評価サービス　（派遣・準委任契約ITエンジニア対象）　 

偽装請負リスク評価サービス　（準委任契約ITエンジニア対象）　 

派遣法改正影響度調査サービス　（派遣契約ITエンジニア対象）　 

以下のような課題をお持ちの企業ご担当者様に効果的です。 
 
・現状の発注単価が妥当なのかわからない 
・派遣法改正で自社にどれくらいの影響があるか知りたい 
・派遣法改正の対応を始めたいが、やるべき事の整理ができていない 
・偽装請負に対する取り組みが不十分 
・偽装請負対応について理解を深めたい 
・偽装請負が社内にどれくらい存在しているか把握したい 
・エンジニア不足の中で今後のリソース確保が不安　など 

詳細はこちらからご確認いただけます。 
（ http://www.nearshore.or.jp/solutions/consulting/） 
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外注活用最適化支援コンサルティングサービスご説明 

発注コスト妥当性評価サービス　（派遣・準委任契約ITエンジニア対象）　 

●アウトプット例 
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外注活用最適化支援コンサルティングサービスご説明 

発注コスト妥当性評価サービス　（派遣・準委任契約ITエンジニア対象）　 

●アウトプット例 
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ニアショア開発 
活用のご紹介 

 
～コスト最適化と調達力の強化を実現～ 

お問い合わせはこちらからいただけます。 
（http://www.nearshore.or.jp/contact/） 



21 21 

ニアショア開発が注目を集める３つの理由 

高いプロジェクト遂行力 
地方では、首都圏の会社と比較して、派遣型ではなく請負開発の比率が高いのが特
徴のひとつです。 
そのため、組織として開発プロジェクトをモニタリングする仕組みを持っていると
ころも多く、安定したプロジェクト遂行が可能となります。 

割安感のあるコストパフォーマンス 
 
コストは首都圏の７０％～９０％が実現可能です。 
 
言葉の壁もないので、とても魅力がある発注手段と言えます。 

優秀なエンジニアリソースの確保 
 
70社約9,000名のエンジニアリソースから最適なチーム、契約形態を選択可能。 
 

１ 

２ 

３ 
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ニアショア開発ご説明　コミュニケーション 

客先常駐と変わらないコミュニケーション環境の実現 
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ニアショア開発ご説明　開発環境 

ツールを活用し、高品質を実現します 

継続的インテグレーション 
 
 
 
 
 

ソースコード管理 
 
 
 
 
 

開発でのコミュニケーション 
 
 
 
 
 

プロジェクト管理 
 
 
 
 
 

最先端の開発環境の準備とトレーニングを実施 
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地方システム会社向け 
認定・会員制度 

お問い合わせはこちらからいただけます。 
（http://www.nearshore.or.jp/contact/） 
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ニアショア機構取組みのご紹介 

■ニアショアアソシエーション 

地方システム会社が知っておかなければならない情報の発信 

ニアショア開発のイメージ確立と普及を目的として、2014年9月に設立された 
ニアショア事業者団体です。 
参加企業70社・総エンジニア数約9,000名で構成されています。 
 
・企業力を向上させる：　　　セミナー、勉強会の開催 
・首都圏発注企業動向を知る：ニアショア案件情報の提供 
 
＜会費》 
・入会金２万円　・年会費10万円（税別） 



26 26 

ニアショア機構取組みのご紹介 

■認定ニアショアベンダー制度 

発注企業に安心と信頼を提供 

認定ニアショアベンダー制度とは、当機構が定めた認定ガイドラインに 
適合し、適切なプロジェクト遂行が実施できる体制を整備している事業者 
を認定し、その名称およびロゴマークを事業活動に活用いただくための 
制度です。 

企業規模 小規模 中規模 大規模 

従業員数 ～50名 51名～200名 201名～ 

申請・審査料 30 40 50 

登録認定料 5 5 5 

合計 35 45 55 

企業規模 小規模 中規模 大規模 

従業員数 ～50名 51名～200
名 201名～ 

申請・審査
料 20 25 30 

登録認定料 5 5 5 
合計 25 30 35 

●認定費用 ●更新費用（２年更新） 
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お問い合わせ 

ニアショア活用・サービスに関するお問い合わせ、 
ホワイトペーパーの内容について、ご不明な点、ご質問等 
ございましたら、お気軽にメール、またはお問い合わせフォームより 
ご連絡ください。 
 
 
お問い合わせフォーム：http://www.nearshore.or.jp/contact/ 
 
　　　info@nearshore.or.jp 
 

または 
http://www.nearshore.or.jp/certification-membership/	

認定ニアショアベンダー制度、ニアショアアソシエーションの 
詳細についてはこちらからご確認いただけます。 

 
ニアショア機構　会員制度 検索 


